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 株式会社EduLab(以下｢当社｣といいます。)は、2020年2月20日開催の取締役会において、

2020 年 4 月 1 日を効力発生日として、当社を株式交換完全親会社、株式会社教育デジタルソ

リューションズ(以下｢EDS｣といいます。)を株式交換完全子会社とする株式交換(以下｢本株式

交換｣といいます。)を行うことを決議し、同日付で EDS と株式交換契約を締結いたしまし

た。 

 本株式交換に関する会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 193 条に定める事前開示

事項は、次のとおりです。 

 

記 

 

1. 株式交換契約の内容(会社法第 794 条第 1項) 

 

 別紙 1 のとおりです。 

 

2. 会社法第 768 条第 1 項第 2 号及び第 3 号に掲げる事項についての定めの相当性に関する

事項(会社法施行規則第 193 条第 1号) 

 

(1) 本株式交換に際して交付する株式の数又はその数の算定方法及びその割当ての相当

性に関する事項 

 

① 本株式交換に係る割当ての内容 

 当社は、本株式交換に際して、本株式交換により当社が EDS の発行済普通株式の

全部(但し、当社が保有する EDS の発行済普通株式を除きます。）を取得する時点

の直前時における EDS の株主(但し、当社を除きます。)に対し、EDS の普通株式に

代わり、その保有する EDS の普通株式の 1 株につき当社の普通株式 211 株の割合を

もって、当社の普通株式を割当交付いたします。 

 また、当社が割当交付する当社の普通株式の数に 1 株に満たない端数があるとき

は、当社は、会社法第 234 条その他の関係法令の規定に基づき処理いたします。 



 なお、上記の交換比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合、

両社協議のうえ、合意により変更することがあります。 

 

② 本株式交換に係る割当ての内容の算定根拠等 

 本株式交換の交換比率については、その公平性・妥当性を確保するため、当社

は、当社及びEDSから独立した第三者算定期間であるEYトランザクション・アドバ

イザリー・サービス株式会社(以下｢EY｣といいます。)に算定を依頼しました。EY は

当社の株式価値については、市場株価法、DCF(ディスカウント・キャッシュ・フ

ロー)法、類似会社比準法により、非上場会社である EDS の株式価値については、

DCF 法と類似会社比準法による算定を実施いたしました。なお、株価算定の前提と

した財務予測には、大幅な増減益を見込んでいる事業年度はございません。 

 両社は、本株式交換の交換比率について、当社が提出を受けた EY による交換比

率の算定結果、並びに両社の財務の状況、資産の状況、及び財務予測等の将来見通

しを踏まえて、慎重に交渉・協議を重ねたうえで、決定いたしました。 

 

(2) 交換対価として当該種類の財産を選択した理由 

 

 当社の普通株式は、東京証券取引所マザーズ市場に上場されており、本株式交換

後の効力発生日以後、金融商品取引所市場における取引機会が確保されること、及

び、EDS の株主は、株式交換完全親会社となる当社の普通株式を受け取ることによ

り、本株式交換による統合効果を享受することが可能であることを考慮し、本株式

交換の対価として当社の普通株式を選択することが適切であると判断いたしまし

た。 

 

(3) 交換完全親会社の資本金及び準備金の額の相当性に関する事項 

 

 本株式交換により増加する当社の資本金及び準備金の額は次のとおりです。か

かる取扱いは、法令並びに当社の財務状況及び資本政策に鑑み、相当であると考

えております。 

 

① 資本金  金 0 円 

② 資本準備金 会社計算規則第 39条に従い当社が別途定める額 

③ 利益準備金 金 0円 

 

3. 会社法第 768 条第 1 項第 4 号及び第 5 号に掲げる事項についての定めの相当性に関する

事項(会社法施行規則第 193 第 2 号) 

 

  該当事項はありません。 



 

4. 株式交換完全子会社についての次に掲げる事項(会社法施行規則第 193 条第 3号) 

 

(1) 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

 別紙 2 のとおりです。 

 

(2) 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

 

 該当事項はありません。 

 

(3) 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社

財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 

 該当事項はありません。 

 

5. 株式交換完全親会社において、最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大

な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容(会社法施行規

則第 193 条第 4号) 

 

 該当事項はありません。 

  

6. 会社法第 799 条第 1 項の規定により株式交換について異議を述べることができる債権者

に対する、株式交換が効力を生ずる日以降における株式交換完全親会社の債務の履行の

見込みに関する事項(会社法施行規則第 193 条第 5号) 

 

  会社法第 799 条第 1 項の規定により本株式交換について異議を述べることができる債

権者が存在しないため、該当事項はありません。 

 

以 上 

 

 



別紙 1：株式交換契約書 









 

別紙 2：EDS の最終事業年度に係る計算書類等 

 

 
































